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有人宇宙飛行・輸送制度の在り方及び残された検討課題等 主要論点（案）１

有人宇宙飛行・輸送の
制度化の在り方

① 2020年代に、我が国において、有人宇宙飛行の実証や有人宇宙輸送サービスの実現が想定されるか？

② （①の整理を前提として、）2020年代に有人宇宙飛行・輸送に係る法制度を整備する必要性をどのように考え

るべきか？（法制化やそれに伴う各種の許可制度の構築により開発が促進されるのか、あるいは阻害される

のか？）

③ 仮に法制度を整備する必要があるとして、具体的にどのような法制度が考えられるか？（試験・実証段階まで

か、それとも実運用段階までを視野に入れた制度を検討するべきか？また、航空法等の既存制度と同等又は

それ以上に厳格な制度構築が求められる可能性をどう考えるか？あるいは本人の自由意思による同意があ

る場合に限り、有人特有の安全規制を課さないことが許容されるか？）

④ 仮に法制度を整備する必要がある場合、現時点における有人制度の範囲についてどのように考えるべきか？

サブオービタル飛行のみとすべきか？人工衛星への滞在や再突入も対象とすべきか？また、軌道及びそれ以

遠における有人輸送や有人活動についてはどうか？

⑤ 有人宇宙飛行・輸送制度の技術基準は、民間のステークホルダーが主導することで調査・研究・標準化を進め

なければ、制度として完成しないのではないか？民間は制度づくりに向けてどのような貢献を行うことができる

か？
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有人宇宙飛行・輸送制度の在り方及び残された検討課題等 主要論点（案）２

我が国が行う宇宙活
動の透明性向上の

在り方

① 我が国が行う宇宙活動の透明性を向上させるため、宇宙活動法の許可状況等を積極的に情報公開する必要性、

許容性についてどのように考えるか？

人工衛星の
管理の承継

① 軌道上試験終了後に製造者から発注者に譲渡される等、人工衛星管理者が運用中に変わる場合があるが、人工

衛星管理者の事業譲渡等に係る承継手続（第26条）と同様に、管理自体の承継手続を定めるべきではないか？

ペイロード審査の
明確化

① 許可審査において、宇宙諸条約担保、公共の安全の確保等の観点から、兵器、核物質、毒物、爆発物その他の

危険物の搭載の有無等を確認する、ペイロード審査を行うことを明確にすべきではないか？

宇宙物体登録手続

① 宇宙活動法上、宇宙物体登録に関する手続を定めるべきではないか？

② 我が国が「打上げ国」として登録をすべき宇宙物体の範囲をどのように考えるべきか？

③ 我が国が「打上げ国」に該当し又は該当し得るが人工衛星等の打上げ許可及び人工衛星管理許可の対象となら

ない宇宙物体（人工衛星を含む。）について、どのように政府に対する情報提供が行われることを確保すべきか？

例えば、日本人・日本法人が打上げを委託する場合に、事前に政府への届出を求めることの必要性・許容性につ

いてどのように考えるべきか？

宇宙活動法の
目的の在り方

① 各検討事項（特にサブオービタル飛行や有人宇宙輸送）を宇宙活動法において規律する場合、宇宙活動法の目

的を変更することが必要と考えられるが、見直し後の宇宙活動法の目的をどのように考えるべきか？
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宇宙活動法の見直しに関する小委員会 主な検討課題 4

多様な宇宙輸送シス
テムへの対応

 ①宇宙機の大気圏への再突入行為、②再使用型ロケットの打上げ時の着陸行為、③サブオービタル飛行（高

速二地点輸送、宇宙旅行、微小重力実験等）、④人工衛星を搭載しない打上げ行為等、多様な宇宙輸送に対

応する許可制度に改めるべきではないか？

 日本企業が国外で行うロケットの打上げや宇宙機の再突入等、宇宙輸送サービスのグローバル化に対応す

る許可制度に改めるべきではないか？

宇宙産業の国際競争
力の強化

 打上げの高頻度化に対応するため、現行の都度の許可制度に加え、一度の申請で複数回の打上げが認めら

れる許可制度（包括許可制度）を導入するべきではないか？

 衛星コンステレーションにおいて同一タイプの人工衛星を打ち上げる場合には、簡易に人工衛星管理許可の

申請ができるようにするため、人工衛星に関する型式認定制度を導入するべきではないか？

 顧客ニーズに応じてスピーディーな打上げサービスを提供できるようにするため、許可審査に要する標準処

理期間の短縮に向けた方策を検討するべきではないか？

宇宙空間の安全かつ
持続的な利用の確保

 スペースデブリ問題に関して、宇宙活動法を通じて、どのように宇宙空間のサステナビリティを確保するか？

 宇宙葬やモニュメントのように、管理しない（できない）物体の打上げ行為をどのように取り扱うべきか？

ロケット落下事故の
被害者の保護

 多様な宇宙輸送時代に対応するため、損害賠償担保措置及び政府補償制度の拡充が必要ではないか？

 大型化・難燃化が進展する一部の人工衛星については、地上落下時に損害が発生するリスクがある。このた

め、新たに損害賠償担保措置及び政府補償制度の対象とするべきではないか？

公共の安全の確保
 ロケットの落下事故については、行政として発生した事実をすみやかに把握する必要があるのではないか？

 事故が発生した場合、関係企業は、負傷者の救護や火災の延焼防止等の応急措置を行うべきではないか？

有人宇宙輸送の実現  将来の有人宇宙輸送の実用化に適時適切に対応するため、制度上の対応を検討するべきではないか？

その他
 我が国が行う宇宙活動の透明性を向上させるため、内閣府は、宇宙活動法の許可状況や事故報告の概要を

積極的に情報公開するべきではないか？

※ 第1回小委員会（9月26日）での事務局説明資料より



海外における有人宇宙輸送の状況①（米国・NASA等）

出典：NASA, 文部科学省 宇宙開発利用部会 「月面探査における当面の取組と進め方について」（令和6年7月23日）

CST-100 Starliner(Boeing)
（開発中）

Crew Dragon（SpaceX)
(運用中）

地球低軌道への有人輸送

 NASAはCommercial Crew Program(CCP)において、国際宇宙ステーション(ISS)への有人輸送手段とし

て、SpaceXが開発するCrew Dragon及びBoeingが開発するCST-100 Starlinerを選定

 SpaceXのCrew Dragonは、2020年から2024年8月までにCCPで9回ISSへの有人輸送を実施

 BoeingのStarliner CST-100は2024年6月に初めて有人飛行を実施したが、軌道上で機体異常が発生

し、同年9月に無人で地球に帰還

 NASAは、アポロ計画（1961年～1972年）において全6回の有人月面着陸に成功。

 アルテミス計画の第1回ミッションにおいて、 SLSロケットにより打ち上げられたOrion宇宙船は、無人で

の月周回飛行を実施(2022年11月）。今後、第2回ミッションでは有人での月周回飛行を予定。

Orion（NASA)
(開発中）

月への有人輸送

出典：Boeing出典：SpaceX出典：NASA
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海外における有人宇宙輸送の状況②（米国・民間宇宙旅行）

SpaceX

 米国ではオービタル及びサブオービタルにおいて民間企業による商業宇宙旅行サービスが実用化

Blue Origin

Virgin Galactic

地球低軌道の宇宙旅行サービス サブオービタル宇宙旅行サービス

設立年 2002年

創業者 Elon Musk

有人飛行回数
14回

(2024年9月時点)

株式 未上場

従業員数 非公開

設立年 2004年

創業者 Sir Richard Branson

有人飛行回数 11回(2024年1月時点)

株式 2019年 NASDAQ上場

従業員数 800名以上(2024年1月時点)

出典：https://bynder.virgingalactic.com/m/75f84c450bde5827/original/Virgin-Galactic-Fact-Sheet-JAN-2024.pdf

設立年 2000年

創業者 Jeff Bezos

有人飛行回数 8回(2024年8月時点)

株式 未上場

従業員数 非公開

出典：https://www.blueorigin.com/出典：https://www.spacex.com/updates/
https://x.com/PolarisProgram/status/1834329942043271268/photo/1

• SpaceXは2020年にCrew Dragon宇宙機による国際宇宙ステー
ションへの有人宇宙輸送を成功させたのち、2021年に初めての
民間ミッションとして、4名を地球低軌道に輸送

• 2024年9月には、民間ミッションとして初めてドラゴン宇宙機から
の宇宙遊泳(船外活動)を成功させた

• Virgin Galacticは有翼機の空中発射による有人サブオービタル
宇宙飛行を2018年に初成功し、2021年から商業飛行を開始

• Blue Originは、 4人の民間人を載せた再使用ロケットによる有
人サブオービタル宇宙飛行を2021年に初成功した
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海外における有人宇宙輸送の状況③（インド）

出典：Government of India, ISRO, 宇宙政策委員会 宇宙輸送小委員会 第2回会合 JAXA資料「有人宇宙輸送技術に関する海外事例と日本の現状」

 インド政府は、2035年までにインド独自の宇宙ステーションを建設し、2040年までにインド
人宇宙飛行士を月面に着陸させることを目指すと発表。

 インド宇宙機関（ISRO） は、有人輸送ロケット（HLVM3）と有人輸送カプセル（ガガンヤーン
(Gaganyaan)）を開発中。2025年には3人の宇宙飛行士の有人輸送試験を計画。

2014年2月 クルーモジュール大気圏再突入実験
2018年7月 パッド・アボート・試験
2022年11月 パラシュート空中落下試験
2023年10月 ガガンヤーン宇宙船の飛行試験① （宇宙船の緊急脱出システムの試験）
2024年（予定） ガガンヤーン宇宙船の飛行試験② （無人飛行試験）
2025年（予定） ガガンヤーン宇宙船の飛行試験③ （最大３名のインド人宇宙飛行士が搭乗)

ISROによる有人輸送の取り組み

有人輸送ロケット（HLVM3）

ガガンヤーン宇宙船の飛行試験（2023年10月）

出典：ＩＳＲＯ

出典：ＩＳＲＯ 出典：ＩＳＲＯ 出典：ＩＳＲＯ

出典：ＩＳＲＯ 出典：ＩＳＲＯ
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• ISSや米国商業宇宙ステーションへの輸送手段の
確保を目的とし、地球低軌道への物資輸送
および回収を行う宇宙機を開発する
欧州企業への支援プログラム※1の公募を開始。

• 公募により支援対象の欧州企業を2社※2選定済み。
今後、2028年までにＩＳＳへの飛行実証を予定。

海外における有人宇宙輸送の状況④（欧州）

出典： European Spaceflight 2024年7月19日
https://europeanspaceflight.com/esa-explores-crewed-mission-capabilities-for-ariane-6-rocket

 欧州宇宙機関（ESA）は、将来的な有人輸送手段の獲得も視野に、民間企業による地球

低軌道への物資輸送機の開発を支援。

 アリアン６ロケットによる有人輸送の実現性検討を行っている。

出典：Ｔｈａｌｅｓ Alenia 
Space

• ESAは、Ariane6ロケットによる有人輸送の実現性を検
討するため、Arianespace社と2023年に契約を締結。

※１：ESA Commercial Cargo Transportation Initiative
※２：Thales Alenia SpaceとThe Exploration Companyの2社。

出典：CNES

地球低軌道への物資輸送機開発

アリアン６による有人輸送の実現性検討（報道ベース）

出典: ESA 2024年5月22日
https://www.esa.int/Science_Exploration/Human_and_Robotic_Exploration/ESA_signs_contracts_for_commercial_space_cargo_return_service

出典： Space News 2024年6月24日
https://spacenews.com/europe-aims-to-end-space-access-crisis-with-ariane-6s-inaugural-launch//

出典：The Exploration Company
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現行宇宙活動法上の有人宇宙輸送の整理

「人工衛星」は無人物体に限定されていないため、有人物体も「人工衛星」の定義に包含されうる。

9

人工衛星等の打上げに係る許可
第４条第１項
国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設を用いて人工衛星等（※１）
の打上げを行おうとする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受けなければならない。

※１ 「人工衛星等」＝人工衛星（※２）及びその打上げ用ロケット

※２ 「人工衛星」＝地球を回る軌道若しくはその外に投入し、又は地球以外の天体上に配置して使用する人工の物体

宇宙活動法制定時の有人宇宙輸送に関する国会質問及び答弁（第192回国会 衆議院 内閣委員会(平成28年10月26日)）

「有人宇宙輸送機の打ち上げについて、当面、許可を行わないこととさせていただきましたのは、現時点で、国内にそれを実現に導く技術基盤もなく、また、規制の対象となり得

る立法事実としての具体的な計画も現在のところ承知をしておりません。そのためであります。また、本法案の条文におきまして、有人宇宙輸送機の打ち上げについて対象に含

まれてはおります。ただし、具体的な計画を承知しておりませんので、その許可についても現時点では想定はしておりません。」

「この今回の法律の第六条の「許可の基準」で、内閣総理大臣が行う人工衛星等の打ち上げに係る許可の基準が条文化されているんですけれども、そのことに関連して、昨年

六月二十四日の宇宙政策委員会の宇宙活動法に関する基本的な考え方（※3）において、有人宇宙輸送機の打ち上げは、当面、許可を行わないとする考え方が示されている

わけですが、その理由は何ゆえなのかということと、あわせてもう一つ、政府としての考え方をお聞きしたいのが一つと、もう一つは、本法律案では有人宇宙輸送機の打ち上げ

の許可申請について想定されているのかどうか。仮に有人宇宙輸送機への許可申請が出されてきた場合に、宇宙政策委員会の先ほどの政策判断に沿って、打ち上げを却下

することは本法律案ではできるのかどうか、そのことについての見解を伺いたいと思います。これは、大臣、ぜひ御答弁いただきたい。」

佐藤茂樹委員 質問

鶴保国務大臣 答弁

※3 宇宙活動法に関する基本的考え方



我が国が行う宇宙活動の透明性向上の在り方
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宇宙条約

第９条
条約の当事国は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用において、協力及び相互援助の原則に従う
ものとし、かつ、条約の他のすべての当事国の対応する利益に妥当な考慮を払って、月その他の天体を含む宇
宙空間におけるすべての活動を行うものとする。条約の当事国は、月その他の天体を含む宇宙空間の有害な汚
染、及び地球外物質の導入から生ずる地球環境の悪化を避けるように月その他の天体を含む宇宙空間の研究
及び探査を実施、かつ、必要な場合には、このための適当な措置を執るものとする。条約の当事国は、自国又は
自国民によって計画された月その他の天体を含む宇宙空間における活動又は実験が月その他の天体を含む宇
宙空間の平和的探査及び利用における他の当事国の活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれがあると信ず
る理由があるときは、その活動又は実験が行われる前に、適当な国際的協議を行うものとする。条約の当事国
は、他の当事国が計画した月その他の天体を含む宇宙空間における活動又は実験が月その他の天体を含む宇
宙空間の平和的な探査及び利用における活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれがあると信ずる理由があ
るときは、その活動又は実験に関する協議を要請することができる。

第11条
月その他の天体を含む宇宙空間における活動を行なう条約の当事国は、宇宙空間の平和的な探査及び利用に
おける国際協力を促進するために、その活動の性質、実施状況、場所及び結果について、国際連合事務総長並
びに公衆及び国際科学界に対し、実行可能な最大限度まで情報を提供することに同意する。国際連合事務
総長は、この情報を受けたときは、それが迅速かつ効果的に公表されるようにするものとする。



我が国が行う宇宙活動の透明性向上の在り方
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宇宙活動法に基づく主な許可状況の公表

内閣府宇宙開発戦略推進事務局では、各年度の打上げ許可及び人工衛星管理許可の件数を、ホームページ

（https://www8.cao.go.jp/space/application/space_activity/application.html）上で公表している。



我が国が行う宇宙活動の透明性向上の在り方
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米国におけるライセンス状況の公表

FAAでは、ライセンス数及びライセンスに基づく活動数をホームページ
（https://www.faa.gov/data_research/commercial_space_data）上で公表している。また、付与されたライセンス文書

も閲覧可能となっている。



人工衛星の管理の承継

1. 人工衛星管理者が国内等の人工衛星管理設備を用いて人工衛星の管理を行おうとする者に第二十条第一項の許可を
受けた人工衛星の管理に係る事業の譲渡を行う場合において、譲渡人及び譲受人があらかじめ当該譲渡及び譲受けに
ついて内閣府令で定めるところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、譲受人は、人工衛星管理者のこの法律の規
定による地位を承継する。

2. 人工衛星管理者が、国内等の人工衛星管理設備によらずに人工衛星の管理を行おうとする者に第二十条第一項の許可
を受けた人工衛星の管理に係る事業の譲渡を行うときは、内閣府令で定めるところにより、あらかじめ、内閣総理大臣に
その旨を届け出なければならない。

3. 人工衛星管理者である法人が合併により消滅することとなる場合において、あらかじめ当該合併について内閣府令で定
めるところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、合併後存続する法人又は合併により設立された法人は、人工衛星
管理者のこの法律の規定による地位を承継する。

4. 人工衛星管理者である法人が分割により第二十条第一項の許可を受けた人工衛星の管理に係る事業を承継させる場合
において、あらかじめ当該分割について内閣府令で定めるところにより内閣総理大臣の認可を受けたときは、分割により
当該事業を承継した法人は、人工衛星管理者のこの法律の規定による地位を承継する。

5. 第二十一条及び第二十二条（第三号（管理計画を実行する能力に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）の規定は、第
一項及び前二項の認可について準用する。

6. 人工衛星管理者が第二十条第一項の許可を受けた人工衛星の管理に係る事業の譲渡を行い、又は人工衛星管理者で
ある法人が合併により消滅することとなり、若しくは分割により当該事業を承継させる場合において、第一項、第三項又は
第四項の認可をしない旨の処分があったとき（これらの認可の申請がない場合にあっては、当該事業の譲渡、合併又は
分割があったとき）は、同条第一項の許可は、その効力を失うものとし、その譲受人（第二項に規定する事業の譲渡に係
る譲受人を除く。）、合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該事業を承継した法人は、
当該処分があった日（これらの認可の申請がない場合にあっては、当該事業の譲渡、合併又は分割の日）から百二十日
以内に、同条第一項の許可に係る終了措置を講じなければならない。この場合において、当該終了措置が完了するまで
の間（前条に規定する場合にあっては、同条の規定による届出があるまでの間）は、これらの者を人工衛星管理者とみな
して、第二十四条、前条前段、第三十一条、第三十二条及び第三十三条第三項の規定（これらの規定に係る罰則を含
む。）を適用する。

（承継）
宇宙活動法第26条
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人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律に関する申請マニュアル
（令和元年９月14日）改訂第２版66頁
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（許可の基準）
宇宙活動法第22条

内閣総理大臣は、第二十条第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許
可をしてはならない。
1. （略）
2. （略）
3. （略）
4. 終了措置の内容が次のイからニまでのいずれかに該当するものであること。

イ 人工衛星の位置、姿勢及び状態を制御することにより、当該人工衛星の高度を下げて空中で燃焼させること（これを構成
する機器の一部を燃焼させることなく地表又は水面に落下させて回収することを含む。）であって、当該人工衛星の飛行
経路及び当該機器の一部の着地又は着水が予想される地点の周辺の安全を確保して行われるもの

ロ 人工衛星の位置、姿勢及び状態を制御することにより、当該人工衛星の高度を上げて時の経過により高度が下がること
のない地球を回る軌道に投入することであって、他の人工衛星の管理に支障を及ぼすおそれがないもの

ハ 人工衛星の位置、姿勢及び状態を制御することにより、当該人工衛星を地球以外の天体を回る軌道に投入し、又は当該
天体に落下させることであって、当該天体の環境を著しく悪化させるおそれがないもの

ニ イからハまでに掲げる措置を講ずることができない場合において、誤作動及び爆発の防止その他の宇宙空間の有害な汚
染等を防止するために必要なものとして内閣府令で定める措置を講じ、並びに人工衛星の位置、姿勢及び状態を内閣総
理大臣に通知した上で、その制御をやめること。



ペイロード審査の明確化

16

（許可の基準）
宇宙活動法第６条

内閣総理大臣は、第四条第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。
1. （略）
2. （略）
3. （略）
4. 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の利用の目的及び方法が、基本理念に則したものであり、かつ、宇宙の開発及び利用に関する

諸条約の的確かつ円滑な実施及び公共の安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものであること。

基本理念
（宇宙の平和的利用）
第２条 宇宙開発利用は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約等の宇宙開発利用に関する
条約その他の国際約束の定めるところに従い、日本国憲法の平和主義の理念にのっとり、行われるものとする。

（国民生活の向上等）
第３条 宇宙開発利用は、国民生活の向上、安全で安心して暮らせる社会の形成、災害、貧困その他の人間の生存及び生活に対する様々な脅威の除
去、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障に資するよう行われなければならない。

（産業の振興）
第４条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用の積極的かつ計画的な推進、宇宙開発利用に関する研究開発の成果の円滑な企業化等により、我が国の宇
宙産業その他の産業の技術力及び国際競争力の強化をもたらし、もって我が国産業の振興に資するよう行われなければならない。

（人類社会の発展）
第５条 宇宙開発利用は、宇宙に係る知識の集積が人類にとっての知的資産であることにかんがみ、先端的な宇宙開発利用の推進及び宇宙科学の振
興等により、人類の宇宙への夢の実現及び人類社会の発展に資するよう行われなければならない。

（国際協力等）
第６条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用に関する国際協力、宇宙開発利用に関する外交等を積極的に推進することにより、我が国の国際社会におけ
る役割を積極的に果たすとともに、国際社会における我が国の利益の増進に資するよう行われなければならない。

（環境への配慮）
第７条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用が環境に及ぼす影響に配慮して行われなければならない。



ペイロード審査の明確化
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（許可の基準）
宇宙活動法第22条

内閣総理大臣は、第二十条第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。
1. 人工衛星の利用の目的及び方法が、基本理念に則したものであり、かつ、宇宙の開発及び利用に関する諸条約の的確かつ円滑な実施及び公共の

安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものであること。
2. （略）
3. （略）
4. （略）

基本理念
（宇宙の平和的利用）
第２条 宇宙開発利用は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約等の宇宙開発利用に関する
条約その他の国際約束の定めるところに従い、日本国憲法の平和主義の理念にのっとり、行われるものとする。

（国民生活の向上等）
第３条 宇宙開発利用は、国民生活の向上、安全で安心して暮らせる社会の形成、災害、貧困その他の人間の生存及び生活に対する様々な脅威の除
去、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障に資するよう行われなければならない。

（産業の振興）
第４条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用の積極的かつ計画的な推進、宇宙開発利用に関する研究開発の成果の円滑な企業化等により、我が国の宇
宙産業その他の産業の技術力及び国際競争力の強化をもたらし、もって我が国産業の振興に資するよう行われなければならない。

（人類社会の発展）
第５条 宇宙開発利用は、宇宙に係る知識の集積が人類にとっての知的資産であることにかんがみ、先端的な宇宙開発利用の推進及び宇宙科学の振
興等により、人類の宇宙への夢の実現及び人類社会の発展に資するよう行われなければならない。

（国際協力等）
第６条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用に関する国際協力、宇宙開発利用に関する外交等を積極的に推進することにより、我が国の国際社会におけ
る役割を積極的に果たすとともに、国際社会における我が国の利益の増進に資するよう行われなければならない。

（環境への配慮）
第７条 宇宙開発利用は、宇宙開発利用が環境に及ぼす影響に配慮して行われなければならない。
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連邦規則集（CFR）第14編第III章第450部（仮訳）

第450.43条 ペイロードの審査及び決定

(a) 総則。該当する場合、連邦航空局は、次の各号に該当する場合に、免許申請者又はペイロード所有者若しくは運用者に対して、打上げ又は再突入について有利なペイ

ロード決定を発行する。

(1) 申請者、ペイロード所有者又はペイロード運用者が、必要な全ての免許、認可及び許可を取得していること

(2) その打上げ又は再突入が、公衆の健康及び安全、財産の安全、米国の国家安全保障若しくは外交政策上の利益又は米国の国際的義務を危うくしないこと

(b) 他の行政機関との関係。連邦航空局は、次の各号に掲げるペイロードについては、本条第(a)項第(2)号に基づく決定を行わない。

(1) 連邦通信委員会又は商務省の規制の対象となるペイロードの側面

(2) 米国政府が所有又は運用するペイロード

(c) ペイロードの分類。連邦航空局は、通信、リモートセンシング又はナビゲーションを含む提案されたペイロードの分類を審査し、所見を発行することができる。ただし、打上

げ又は再突入の前に、各ペイロードについて、その打上げ又は再突入が公衆の健康及び安全、財産の安全、米国の国家安全保障若しくは外交政策上の利益又は米国の

国際的義務を危うくしないことを連邦航空局が確認する。

(d) ペイロード所有者又はペイロード運用者による申請。打上げ又は再突入運用者に加えて、ペイロード所有者又はペイロード運用者がペイロードの審査及び決定を要請す

ることができる。

(e) 機関間協議。連邦航空局は、次の各号に掲げるとおり他の機関と協議する。

(1) 提案されたペイロード又はペイロード分類の打上げ又は再突入が米国の国家安全保障に影響を及ぼす問題を提起するかどうかを判断するために、国防総省と協議する。

(2) 提案されたペイロード又はペイロード分類の打上げ又は再突入が米国の外交政策上の利益又は国際的義務に影響を及ぼす問題を提起するかどうかを判断するために、

国務省と協議する。

(3) 提案されたペイロード又はペイロード分類の打上げ又は再突入に関連して、公衆の健康及び安全、財産の安全、米国の国家安全保障若しくは外交政策上の利益又は米

国の国際的義務に関する問題に対処する権限を有する他の連邦機関(国家航空宇宙局を含む。)と協議する。
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連邦規則集（CFR）第14編第III章第450部（仮訳）

第450.43条 ペイロードの審査及び決定

(f) ペイロード審査中の問題。連邦航空局は、そのペイロード又はペイロード分類を打上げ又は再突入する免許の発行を妨げるペイロード審査中に提起された問題について、

ペイロード決定を要請する者に書面で助言する。ペイロード審査を要請する者は、書面で回答するか、又は本章の第413.17条で要求されるとおり申請を修正することができる。

(g) ペイロード決定の拒否。連邦航空局は、有利なペイロード決定を拒否した場合、申請者に書面で通知する。通知には、連邦航空局の決定理由を記載する。申請者は、本

章の第413.21条に従って決定の更なる審査を求めることができる。

(h) 免許申請へのペイロード決定の組込み。ペイロード又はペイロード分類について発行された有利なペイロード決定は、免許申請者がその申請の一部として含めることがで

きる。ただし、本条第(i)項に基づいて提供された情報の変更は、本章の第413.17条に従って報告しなければならない。連邦航空局は、報告された変更に照らして有利なペイ

ロード決定が有効であるかどうかを判断し、追加のペイロード審査を実施することがある。

(i) 申請要件。特定のペイロード又はペイロード分類の審査を要請する者は、次の各号に掲げる事項を特定しなければならない。

(1) ペイロードの打上げについて

(i) ペイロードの名称又はペイロードの分類、及び機能

(ii) 物理的寸法、重量、組成及びホストされているペイロードを含む説明

(iii) ペイロード審査及び決定を要請する者と異なる場合、ペイロード所有者及びペイロード運用者

(iv) 第450.41条第(e)項第(3)号に規定されるペイロード又はペイロード運用者の外国所有権

(v) 本章の第401.7条で定義される危険物、放射性物質及びそれらの量

(vi) ペイロード材料の爆発性(ペイロード上の他の材料との組合せを含む。)
(vii) 軌道打上げの場合、駐車軌道、遷移軌道及び最終軌道のパラメータ、並びに最終軌道への概算の遷移時間

(viii) ペイロードが免許人の管理下にない飛行中の引渡し地点

(ix) ペイロードの寿命中の意図された運用(予想される寿命及び計画された処分を含む。)
(x) ペイロード上のデータ保存及びペイロードとの送受信に関連する暗号化

(xi) 公衆の健康及び安全、財産の安全、米国の国家安全保障若しくは外交政策上の利益又は米国の国際的義務に基づく決定を行うために必要なその他の情報

(2) ペイロードの再突入について

(i) ペイロードの名称又はペイロードの分類、及び機能

(ii) ペイロードの物理的特性、寸法及び重量

(iii) ペイロード審査及び決定を要請する者と異なる場合、ペイロード所有者及びペイロード運用者

(iv) ペイロード内の危険物及び放射性物質の種類、量及び容器

(v) ペイロード材料の爆発性(再突入中のペイロード又は再突入機上の他の材料との組合せを含む。)
(vi) 指定された再突入地点
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宇宙物体登録条約

第1条 この条約の適用上、
（a）「打上げ国」とは、次の国をいう。

（i）宇宙物体の打上げを行い、又は行わせる国
（ii）宇宙物体が、その領域又は施設から打ち上げられる国

（b）「宇宙物体」とは、宇宙物体の構成部分並びに打上げ機及びその部品を含む。
（c）「登録国」とは、次条の規定により宇宙物体が登録されている打上げ国をいう。

第2条
1. 宇宙物体が地球を回る軌道又は地球を回る軌道の外に打ち上げられたときは、打上げ国は、そ
の保管する適当な登録簿に記入することにより当該宇宙物体を登録する。打上げ国は、国際連合
事務総長に登録簿の設置を通報する。
2. 地球を回る軌道又は地球を回る軌道の外に打ち上げられた宇宙物体について打上げ国が2以
上ある場合には、これらの打上げ国は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における
国家活動を律する原則に関する条約第8条の規定に留意し、宇宙物体及びその乗員に対する管轄
権及び管理の権限に関して当該打上げ国の間で既に締結された又は将来締結される適当な取極
を妨げることなく、1の規定により、当該宇宙物体を登録するいずれか1の国を共同して決定する。
3. 各登録簿の内容及び保管の条件は、登録国が決定する。
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宇宙物体登録に係る届け出マニュアル（令和元年９月14日）改訂第１版6-7頁
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宇宙物体登録に係る届け出マニュアル（令和元年９月14日）改訂第１版8-9頁
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宇宙物体登録に係る届け出マニュアル（令和元年９月14日）改訂第１版10頁
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連邦規則集（CFR）第14編第III章第450部（仮訳）

第450.217条 宇宙物体の登録

(a) 米国政府が1975年の宇宙空間に打ち上げられる物体の登録に関する条約第4条の実施を
支援するため、各免許人は、米国政府が所有し、登録した物体を除き、免許を受けた打上げに
より宇宙空間に配置された全ての物体(打上げ機及びその構成要素を含む。)について、本条
第(b)項で要求される情報を連邦航空局に提出しなければならない。

(b) 本条に従って登録しなければならない各物体について、免許人は、免許を受けた打上げの
実施後30日以内に、次の各号に掲げる情報を提出しなければならない。
 (1) 宇宙物体の国際標識
 (2) 打上げの日付及び場所
 (3) 宇宙物体の一般的機能
 (4) 最終軌道要素(次の(i)から(iv)までに掲げるものを含む。)
     (i) 節周期
     (ii) 軌道傾斜角
     (iii) 遠地点高度
     (iv) 近地点高度
 (5) 宇宙物体の所有権及び所有国

(c) 免許人は、以前に宇宙空間に配置した物体を除去した場合、連邦航空局に通知しなけれ
ばならない。



宇宙活動法の目的条項等について

（目的）第一条 この法律は、宇宙基本法（平成二十年法律第四十三号）の基本理念（以下単に「基本理
念」という。）にのっとり、我が国における人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に係る許可に関する制
度並びに人工衛星等の落下等により生ずる損害の賠償に関する制度を設けることにより、宇宙の開発及び
利用に関する諸条約を的確かつ円滑に実施するとともに、公共の安全を確保し、あわせて、当該損害の被
害者の保護を図り、もって国民生活の向上及び経済社会の発展に寄与することを目的とする。

条約の的確かつ
円滑な実施

公共の安全確保

被害者保護

国民生活の向上

経済社会の発展

も
っ
て

 現行の宇宙活動法は、主として宇宙諸条約を担保する観点から人工衛星※及び人工衛星の打ち上げ
を規制する法律であり、サブオービタル飛行は規制対象外。また、有人輸送については、制定時に実現
しうる技術的基盤も規制の対象となりうる立法事実としての具体的計画もなかったため許可を想定しな
いとの考え方（第192回国会 衆議院 内閣委員会(平成28年10月26日)、鶴保国務大臣答弁） 。
※人工衛星とは、地球を回る軌道若しくはその外に投入し、又は地球以外の天体上に配置して使用する人工の物体をいう。

 上記サブオービタル飛行や有人輸送など本小委での検討結果によりこれらを立法化する場合には、宇
宙諸条約を担保するための規律以外の事項が多く含まれるため、法目的も改正を要し、結果として、条
約担保法としての性格が相対的に縮小する可能性がある。

（参考）◎人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律

人工衛星等の
打上げ

人工衛星の
管理

人工衛星等の
落下等損害
賠償制度

※事故報告の対象・範囲についても宇宙活動法の目的により変わり得る

現行目的規定の構造
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